
1 

 

 

 

令和６年度 子育て支援等に関するアンケート結果（教育委員会） 

１ 調査概要             

⑴ 調査対象 

  次世代法に基づく岩手県教育委員会特定事業主行動計画対象者 

  （教育委員会事務局、学校以外の教育機関及び県立学校の教職員） 

 

⑵ 調査方法 

  岩手県ホームページ「電子申請・届出サービス」を利用した電子申請方式（無記名） 

 

⑶ 調査期間 

  令和６年 12月 23日（月）から令和７年１月 22日（水）まで 

 

⑷ 回答数及び回答率 

 対象者数 回答数 回答率 

教育委員会 4,115 1,766 42.9％ 

R１前回調査 4,125 924 22.4％ 

前回調査との差 △10 ＋842 ＋20.5ポイント 

 

 

  

○ 調査結果の取りまとめに当たっては、性別、年齢、子どもの有無、子どもが生まれ

た年度等の属性のほか、以下の理由から本調査においては「25 歳以上 49 歳以下」を

「子育て世代」と仮定して分析することとする。 

 ・ 問 A-7（子どもの数）の集計結果から、24 歳以下で子どもがいる職員はいなかっ

たこと。→24歳以下を除外 

 ・ 問 A-8（子どもが生まれた年度）の集計結果から、子どものいる 50歳以上の 95％

が、最年少の子どもが 10歳以上であったこと。→50歳以上を除外 

 ・ 25歳以上 49歳以下は、４歳以下の子どもがいる年代の 97.3％、10歳未満の子ど

もがいる年代の 91.5％を占めること。 

岩手県教育委員会特定事業主行動計画 

「子育て応援・女性活躍推進プラン」 

【 資 料 編 １ 】 
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２ 回答者の属性            

⑴ 基本的属性（問 A-1～A-5） 

 
⇒高等学校が 64.6％、特別支援学校が 29.3％であり、学校が 93.9％を占めている。 

 

 

 

 20代以下 30代 40代 50代以上 

男性 57人 

3.2％ 

127人 

7.2％ 

259人 

14.7％ 

547人 

31.0％ 

女性 76人 

4.3％ 

133人 

7.6％ 

254人 

14.4％ 

313人 

17.7％ 

計 133人 

7.5％ 

260人 

14.8％ 

513人 

29.1％ 

860人 

48.7％ 

⇒50代以上の男性の回答が全体の３割 

 

1.2% 3.3%

1.5%

64.6%

29.3%

0.1%

問A-1 所属

本庁

教育事務所

学校以外の各教育機関

高等学校

特別支援学校

他の自治体等への派遣

56.1%
43.9%

問A-2 性別

男性
女性

1.8% 5.7%

7.5%

7.2%

11.2%

17.9%
19.8%

28.9%

問A-3 年齢

24歳以下
25～29歳
30～34歳
35～39歳
40～44歳
45～49歳
50～54歳
55歳以上

男性

56.1%

女性

43.9%

0.6 2.6

3.5
3.7

5.8

8.9

10.5

20.51.2
3.1

4

3.6

5.4

9

9.3

8.4

問A-2 性別×年齢
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⇒教育職の回答が 83％ 

 

 

⇒教諭の回答が 61.3％ 

 管理職員（校長・副校長、担当課長以上の事務職員）の回答が 11.1％ 

 

⇒50～54歳の 27.2％、55歳以上の 19.0％が管理職員  

13.5%

83.0%

2.9%

0.6% 問A-4 職種

行政職

教育職

技能・労務職

その他

7.2% 3.9%

2.1%

61.3%

3.5%
4.9%

2.0%

10.3%

2.7%
2.0% 問A-5 職位

校長・副校長

事務職員(担当課長以上)

主幹教諭・指導教諭

教諭

養護教諭(養護助教諭含)

実習教諭・実習助手

寄宿舎指導員

事務職員(主事～主任主査)

技能・労務職員

その他

2 

62 

64 

1

1

1

33

33

4 

33 

15 

63 

94 

98 

132 

216 

177 

288 

2 

10 

6 

3 

12 

13 

8 

8 

5 

4 

1 

7 

10 

21 

16 

22 

2 

5 

8 

9 

12 

5

21

24

9

29

45

33

16

1

3

4

5

7

5

22

4

3

3

5

3

3

2

13

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

24歳以下(32)

25-29歳(101)

30-34歳(132)

35-39歳(128)

40-44歳(197)

45-49歳(316)

50-54歳(349)

55歳以上(511)

問A-5 職位×年齢

校長・副校長 事務職員（担当課長級以上）

主幹教諭・指導教諭 教諭

養護教諭（指導養護教諭・養護助教諭を含む） 実習教諭・実習助手

寄宿舎指導員 事務職員（主事級～主任主査級）

技能・労務職員 その他
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⑵ 配偶者の状況（問 A-6） 

・ 配偶者が「正規職員の公務員」である割合は、男性が 37.3％、女性 44.2％がとなって

いる。 

・ また、配偶者のいる割合は、男性が 84.7％、女性が 67.4％となっており、男性の方が

割合が多くなっている。 

 

  

712 

369 

343 

4 

15 

24 

27 

45 

60 

77 

117 

3 

19 

31 

24 

43 

76 

84 

63 

242 

105 

137 

7 

6 

8 

8 

24 

23 

29 

2 

16 

13 

25 

35 

27 

19 

69 

55 

14 

1 

2 

2 

9 

8 

12 

21 

1 

4 

1 

3 

5 

176 

167 

9 

3 

7 

6 

14 

28 

31 

78 

1 

1 

3 

4 

163 

143 

20 

1 

3 

10 

12 

18 

21 

78 

2 

3 

15 

404 

151 

253 

7 

19 

20 

12 

14 

19 

21 

39 

17 

34 

22 

26 

23 

44 

44 

43 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1,766)

男性(990)

女性(776)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(62)

35-39歳(65)

40-44歳(102)

45-49歳(157)

50-54歳(185)

55歳以上(362)

24歳以下(21)

25-29歳(55)

30-34歳(70)

35-39歳(63)

40-44歳(95)

45-49歳(159)

50-54歳(164)

55歳以上(149)

問A-6 配偶者の状況

正規雇用（公務員） 正規雇用（公務員以外）

会計年度任用職員等（公務員） パート・アルバイト等（公務員以外）

無職 配偶者なし

【男性】

【女性】
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⑶ 子どもの数及び年齢（問 A-7～8） 

・ 子どもの数は、２人という回答の割合が最も多くなっている。年齢区分別に見ると、

男性は 35歳以上から、女性は 30歳以上から、子ども２人以上の割合が高くなっている。 

 

 子どもなし 子どもあり 

男性 246人（24.8％） 744人（75.2％） 

女性 317人（40.9％） 459人（59.1％） 

計 563人（31.9％） 1,203人（68.1％） 

  

563 

246 

317 

11 

31 

32 

21 

20 

35 

27 

69 

21 

54 

39 

28 

22 

52 

56 

45 

273 

158 

115 

10 

17 

13 

15 

28 

30 

45 

1 

15 

11 

15 

31 

20 

22 

634 

387 

247 

3 

12 

24 

49 

58 

78 

163 

14 

21 

41 

59 

61 

51 

257 

167 

90 

1 

1 

6 

14 

31 

43 

71 

2 

2 

15 

17 

26 

28 

32 

26 

6 

1 

1 

3 

3 

5 

13 

1 

2 

1 

2 

7 

6 

1 

1 

2 

2 

1 

1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1,766)

男性(990)

女性(776)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(62)

35-39歳(65)

40-44歳(102)

45-49歳(157)

50-54歳(185)

55歳以上(362)

24歳以下(21)

25-29歳(55)

30-34歳(70)

35-39歳(63)

40-44歳(95)

45-49歳(159)

50-54歳(164)

55歳以上(149)

問A-7 子どもの数

なし 1人 2人 3人 4人 5人以上

【男性】

【女性】
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・ 子どもの年齢は、10 歳以上の回答割合が最も多くなっている。年齢区分別に見ると、

男女とも 45 歳以上から 10 歳以上の回答割合が最も高くなっており、50 歳以上では 10

歳以上の回答割合が９割を超えている。 

  

813 

526 

287 

28 

76 

140 

282 

3 

14 

65 

104 

101 

201 

111 

90 

1 

13 

38 

34 

17 

8 

4 

13 

31 

39 

3 

186 

105 

81 

15 

28 

31 

16 

12 

2 

1 

27 

19 

28 

3 

1 

1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1200)

男性(742)

女性(458)

24歳以下(0)

25-29歳(15)

30-34歳(29)

35-39歳(44)

40-44歳(82)

45-49歳(122)

50-54歳(159)

55歳以上(291)

24歳以下(0)

25-29歳(2)

30-34歳(31)

35-39歳(35)

40-44歳(73)

45-49歳(107)

50-54歳(108)

55歳以上(102)

問A-8 子どもの年齢

～平成26年度（10歳以上） 平成27～令和元年度（5歳～9歳） 令和2年度～（4歳以下）

【男性】

【女性】

※ 子どもの生まれた年度（子どもの年齢）の区分は、特定事業主行動計画の計画期間ごとの区分

であること。 



7 

 

３ 職場における子育て支援等について                        

⑴ 職場の子育てのしやすさ（問 B-1） 

【全員・回答は一つ】 

今の職場は、男女を問わず、子育てをする人にとって働きやすい職場だと思いますか。 

・ 「子育てしやすい」又は「どちらかといえば子育てしやすい」と感じている職員の割

合は、全体で 73.8％（前回調査 56.7％）、男性は 71.3％（前回調査 54.5％）、女性は 76.9％

（前回調査 60.1％）となっている。 

・ 前回調査と比較して、全体で 17.1ポイント「子育てしやすい」又は「どちらかといえ

ば子育てしやすい」と感じている職員の割合が増加した。 

・ 末子の年齢別にみると、男性は、４歳以下が 66.7％、５～９歳が 67.6％、女性は、５

～９歳において 68.9％と、全体に比べて回答割合が低くなっている。 

・ 子育て世代で見ると、男性が 63.2％と、全世代の男性 71.3％に対して 8.1ポイント回

答割合が低くなっている。 

 

  

403 

238 

165 

151 

18 

20 

48 

79 

12 

17 

57 

164

87 

77 

900 

468 

432 

243 

57 

50 

118 

151 

50 

46 

185 

437

186 

251 

328 

192 

136 

95 

17 

21 

59 

44 

20 

15 

56 

188

101 

87 

135 

92 

43 

37 

19 

14 

21 

13 

8 

3 

19 

85 

58 

27 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1,766)

男性(990)

女性(776)

10歳以上(526)

5歳～9歳(111)

4歳以下(105)

子どもなし(246)

10歳以上(287)

5歳～9歳(90)

4歳以下(81)

子どもなし(317)

全体(874)

男性(432)

女性(442)

問B-1 子育てしやすい職場か

子育てしやすい どちらかといえば子育てしやすい どちらかといえば子育てが難しい 子育てが難しい

【男性】子どもの有無・末子の年齢

【女性】子どもの有無・末子の年齢

【子育て世代（25～49歳）】

73.8

71.3

76.9

74.9

67.6

66.7

67.5

80.1

68.9

77.8

76.3

68.8

63.2

74.2

100 

57 

43 

424 

249 

175 

266 

162 

104 

134 

93 

41 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(924)

男性(561)

女性(363)

【参考】R1アンケート結果

子育てしやすい どちらかといえば子育てしやすい どちらかといえば子育てが難しい 子育てが難しい

56.7 

54.5 

60.1 
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⑵ 子育て支援制度の認知度（問 B-2） 

【全員・いくつでも選択可】 

子育てに関連する支援制度を知っていますか。知っているものを全て選んでください。 

・ 認知度が 50％に満たなかったのは、「出生サポート休暇」、「妊娠中の深夜勤務及び超過

勤務の制限」、「妊産婦の保健指導等受診時の休暇」、「妊娠中の通勤緩和のための休暇」、

「妊婦の休息時間」、「育児のための部分休業」、「育児時間」、「乳幼児の介助休暇」、「子

育てを行う職員の早出遅出勤務制度」、「子育てを行う職員の深夜勤務及び超過勤務の制

限」の 10項目であった。 

・ 認知度が 50％に満たない制度の割合は 55.6％（10項目/18項目中）であった。 

・ 特に、「出生サポート休暇」、「育児時間」、「乳幼児の介助休暇」、「子育てを行う職員の

深夜勤務及び超過勤務の制限」の４項目は、男女、年代問わず認知度が低い。 

・ 年齢区分別に見ると、女性は 34歳以下で、男性は 50歳～54歳を除く全ての年齢区分

で、制度の認知度が低い傾向となっている。 
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37.7%

42.4%

59.6%

43.4%

38.4%

34.5%

86.9%

76.7%

89.2%

89.3%

67.1%

61.7%

47.9%

31.6%

78.9%

32.8%

43.2%

26.9%

39.9%

33.8%

51.1%

33.8%

30.7%

26.7%

81.2%

75.2%

89.6%

84.9%

56.0%

61.0%

41.7%

27.0%

72.7%

30.8%

40.1%

23.9%

34.8%

53.2%

70.5%

55.5%

48.3%

44.6%

94.1%

78.7%

88.7%

94.8%

81.3%

62.5%

55.8%

37.5%

86.7%

35.4%

47.2%

30.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

出生サポート休暇

妊娠中の深夜勤務

及び超過勤務の制限

つわり休暇

妊産婦の保健指導等

受診時の休暇

妊娠中の通勤緩和の

ための休暇

妊婦の休息時間

産前産後休暇

配偶者出産休暇

男性職員の育児休暇

育児休業

育児短時間勤務制度

育児休業

（産後パパ育休）

育児のための

部分休業

育児時間

子等の看護休暇

乳幼児の介助休暇

子育てを行う職員の

早出遅出勤務制度

子育てを行う職員の

深夜勤務・超過勤務

の制限制度

問B-2 子育て支援制度の認知度

全体

男性

女性
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年齢
性別

男性 39.9% 27.3% 45.7% 35.5% 35.4% 33.3% 32.5% 52.4% 39.8%

女性 34.8% 14.3% 25.5% 41.4% 30.2% 37.9% 27.7% 45.1% 34.2%

男性 33.8% 18.2% 23.9% 25.8% 27.7% 20.6% 29.3% 41.6% 39.8%

女性 53.2% 0.0% 25.5% 41.4% 34.9% 60.0% 57.9% 66.5% 60.4%

男性 51.1% 9.1% 50.0% 48.4% 49.2% 43.1% 43.9% 67.0% 50.6%

女性 70.5% 33.3% 50.9% 74.3% 71.4% 81.1% 71.1% 74.4% 69.1%

男性 33.8% 9.1% 30.4% 21.0% 24.6% 22.5% 23.6% 50.3% 38.1%

女性 55.5% 9.5% 27.3% 41.4% 50.8% 60.0% 57.2% 67.1% 63.8%

男性 30.7% 18.2% 26.1% 21.0% 24.6% 17.6% 17.2% 47.0% 35.6%

女性 48.3% 0.0% 25.5% 40.0% 44.4% 48.4% 47.2% 56.1% 61.7%

男性 26.7% 9.1% 23.9% 11.3% 15.4% 15.7% 19.1% 38.9% 32.3%

女性 44.6% 9.5% 21.8% 30.0% 34.9% 44.2% 48.4% 55.5% 53.0%

男性 81.2% 54.5% 76.1% 72.6% 75.4% 71.6% 81.5% 86.5% 85.1%

女性 94.1% 81.0% 78.2% 92.9% 95.2% 96.8% 95.0% 98.2% 94.6%

男性 75.2% 27.3% 67.4% 82.3% 69.2% 64.7% 69.4% 84.3% 78.2%

女性 78.7% 23.8% 50.9% 74.3% 63.5% 86.3% 85.5% 86.0% 85.2%

男性 89.6% 45.5% 82.6% 95.2% 89.2% 87.3% 85.4% 94.1% 91.2%

女性 88.7% 61.9% 74.5% 88.6% 84.1% 85.3% 93.7% 93.9% 90.6%

男性 84.9% 54.5% 80.4% 85.5% 87.7% 79.4% 75.2% 91.9% 88.1%

女性 94.8% 81.0% 89.1% 92.9% 90.5% 96.8% 96.2% 98.2% 95.3%

男性 56.0% 18.2% 54.3% 66.1% 53.8% 52.9% 45.9% 65.9% 56.1%

女性 81.3% 28.6% 61.8% 84.3% 77.8% 84.2% 88.7% 86.0% 81.2%

男性 61.0% 27.3% 63.0% 69.4% 58.5% 49.0% 54.8% 65.4% 64.6%

女性 62.5% 38.1% 52.7% 64.3% 50.8% 60.0% 74.2% 61.6% 63.8%

男性 41.7% 18.2% 45.7% 33.9% 33.8% 30.4% 36.9% 53.0% 44.2%

女性 55.8% 9.5% 36.4% 51.4% 47.6% 64.2% 66.0% 59.1% 55.0%

男性 27.0% 18.2% 28.3% 19.4% 13.8% 18.6% 17.2% 38.4% 31.5%

女性 37.5% 0.0% 10.9% 37.1% 36.5% 30.5% 41.5% 42.1% 48.3%

男性 72.7% 18.2% 67.4% 72.6% 75.4% 69.6% 68.8% 80.0% 73.5%

女性 86.7% 33.3% 52.7% 84.3% 85.7% 93.7% 93.1% 93.9% 89.3%

男性 30.8% 0.0% 28.3% 25.8% 23.1% 24.5% 24.2% 39.5% 34.5%

女性 35.4% 9.5% 12.7% 41.4% 36.5% 43.2% 35.8% 38.4% 35.6%

男性 40.1% 9.1% 37.0% 30.6% 38.5% 29.4% 29.9% 50.8% 45.3%

女性 47.2% 28.6% 25.5% 44.3% 52.4% 45.3% 43.4% 51.8% 57.0%

男性 23.9% 18.2% 21.7% 19.4% 13.8% 15.7% 19.7% 32.4% 26.8%

女性 30.7% 4.8% 12.7% 17.1% 25.4% 36.8% 28.3% 41.5% 36.2%

※色が付いているのは認知度が50％に満たないもの

男性 44.4% 11.1% 38.9% 38.9% 38.9% 33.3% 33.3% 66.7% 44.4%

女性 61.1% 16.7% 44.4% 50.0% 55.6% 61.1% 61.1% 77.8% 77.8%

出生サポート休暇

妊娠中の深夜勤務
及び超過勤務の制限

つわり休暇

妊産婦の保健指導等
受診時の休暇

妊娠中の通勤緩和の
ための休暇

子育てを行う職員の
早出遅出勤務制度

子育てを行う職員の
深夜勤務・超過勤務
の制限制度

産前産後休暇

配偶者出産休暇

男性職員の育児休暇

育児休業

育児短時間勤務制度

育児休業
（産後パパ育休）

34.5%

育児のための
部分休業

育児時間

子等の看護休暇

乳幼児の介助休暇

妊婦の休息時間

37.7%

42.4%

59.6%

43.4%

38.4%

43.2%

26.9%

86.9%

76.7%

89.2%

89.3%

67.1%

61.7%

40～44 45～49 50～54 55～

認知度が50％以上の
制度等の割合

44.4%

制度等 全体 ～24 25～29 30～34 35～39

47.9%

31.6%

78.9%

32.8%



11 

 

⑶ 育児休業制度の内容の認知度（問 B-3） 

【全員・いくつでも選択可】 

育児休業制度に関して、次のことを知っていますか。知っているものを全て選んでくだ

さい。 

・ 認知度が 50％に満たないものは「育児休業は、同一の子について原則２回まで取得で

きること」、「男性職員は、子どもの出生の日から 57日目までの期間に、原則２回まで「産

後パパ育休」を通常の育児休業とは別に取得できること」の２項目であった。 

・ 男女別に見ると、「子どもが３歳になるまで育児休業を取得できること」、「育児休業中

は給料が支給されないが、共済による育児休業手当金の給付や、共済・互助会の掛金免

除があること」の２項目について、男性と女性の認知度の差が 20 ポイント以上あった。 

・ 年齢区分別に見ると、24歳以下の男性及び 29歳以下の女性において、「育休手当金給

付・掛金免除」の認知度が低くなっている。 

 

  

78.3%

25.9%

61.1%

84.4%

25.3%

67.9%

28.5%

52.3%

82.2%

27.0%

91.5%

22.7%

72.3%

87.2%

23.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子どもが3歳になるまで

育児休業を取得できること

育児休業は、同一の子に

ついて原則2回まで取得

できること

育児休業中は給料が支給

されないが、共済による

育児休業手当金の給付や、

共済・互助会の掛金免除

があること

男性職員も育児休業を取得

できること（妻が専業主婦

でも、育児休業等を取得中

の場合でも取得可）

男性職員は、子どもの出生

の日から57日目までの期間

に、原則2回まで「産後パパ

育休」を通常の育児休業

とは別に取得できること

問B-3 育児休業制度の認知度

全体
男性
女性

年齢
性別

男性 67.9% 18.2% 56.5% 61.3% 56.9% 66.7% 61.8% 81.1% 70.2%

女性 91.5% 52.4% 65.5% 90.0% 85.7% 97.9% 95.6% 98.8% 93.3%

男性 28.5% 18.2% 41.3% 25.8% 29.2% 20.6% 20.4% 44.9% 24.9%

女性 22.7% 9.5% 16.4% 32.9% 20.6% 24.2% 19.5% 27.4% 20.1%

男性 52.3% 18.2% 47.8% 46.8% 47.7% 38.2% 40.8% 63.8% 58.8%

女性 72.3% 9.5% 32.7% 64.3% 61.9% 78.9% 79.9% 81.7% 81.2%

男性 82.2% 36.4% 82.6% 85.5% 86.2% 73.5% 75.8% 85.9% 85.6%

女性 87.2% 52.4% 78.2% 91.4% 82.5% 91.6% 91.2% 90.2% 85.2%

男性 27.3% 43.5% 35.5% 29.2% 18.6% 20.4% 34.1% 24.6% 35.6%

女性 23.2% 9.5% 14.5% 34.3% 17.5% 17.9% 22.0% 28.0% 24.8%

※色が付いているのは認知度が50％に満たないもの

産後パパ育休 25.3%

2回まで取得可能 25.9%

育休手当金給付
・掛金免除

61.1%

男性も育休取得可能 84.4%

40～44 45～49 50～54 55～

3歳まで取得可能 78.3%

制度等 全体 ～24 25～29 30～34 35～39



12 

 

⑷ 配偶者の出産に係る男性の休暇取得（問 B-4～5） 

【子どもがいる男性職員・いくつでも選択可】 

子どもが生まれたとき、特別休暇（配偶者出産休暇又は男性職員の育児休暇）や年次休

暇を取得しましたか。 

【休暇を取得しなかった理由・回答は一つ】 

取得しなかった理由のうち、最も大きかったものは何ですか。 

・ 子どもがいる男性職員のうち 81.7％（前回調査 80.9％）が、配偶者の出産の際にいず

れかの休暇を取得したと回答した。子どもが生まれた年度別に見ると、平成 27年度から

令和元年度に子どもが生まれた職員では 89.2％、令和２年度以降に子どもが生まれた職

員では 95.2％が休暇を取得している。 

・ 休暇を取得しなかった理由を子どもが生まれた年度別に見ると、平成 26 年度以前は

「職場に迷惑をかける」と回答した割合が最も多くなっているが、平成 27 年度以降は

「必要なかった」及び「職場に迷惑をかける」と回答した割合が同数となっている。 

 

 
 

608 

409 

99 

100 

134 

117 

12 

5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(742)

～平成26年度(526)

平成27～令和元年度(111)

令和２年度～(105)

問B-4 配偶者の出産に係る男性の休暇取得

いずれかの休暇を取得した 休暇を取得しなかった

【子どもが生まれた年度】

95.2

77.8

81.7

89.2

344 

230 

54 

60 

81 

66 

7 

8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(425)

～平成21年度(296)

平成22～26年度(61)

平成27年度～(68)

【参考】R1アンケート結果

いずれかの休暇を取得した 休暇を取得しなかった

【子どもが生まれた年度】

88.2

77.7

80.9

88.5
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34 

28 

4 

2 

49 

43 

4 

2 

5 

4 

1 

1 

1 

21 

20 

1 

24 

21 

3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(134)

～平成26年度(117)

平成27～令和元年度(12)

令和２年度～(5)

問B-5 休暇を取得しなかった理由

必要なかった 職場に迷惑をかける 周囲の理解を得るのが難しい

育児が苦手 男性は休暇取得しないもの その他

【子どもが生まれた年度】

18 

15 

1 

2 

53 

40 

6 

7 

3 

3 

10 

10 

11 

10 

1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(95)

～平成21年度(78)

平成22～26年度(8)

平成27年度～(9)

【参考】R1アンケート結果

必要なかった 職場に迷惑をかける 周囲の理解を得るのが難しい

育児が苦手 男性は休暇取得しないもの その他

【子どもが生まれた年度】

○ 令和２年度以降に子どもが生まれた職員の、休暇を取得しなかった理由 

 ・必要がなかった…２名 ・職場に迷惑をかける…２名 ・周囲の理解を得るのが難しい…１名 
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⑸ 男性の育児休業取得（問 B-6～8） 

【子どもがいる男性職員・回答は一つ】 

子どもが生まれたとき、育児休業（産後パパ育休を含む）を取得しましたか。 

【取得期間・回答は一つ】 

どれくらいの期間取得した（する予定）ですか。 

【育児休業を取得しなかった理由・回答は一つ】 

取得しなかった理由のうち、最も大きかったものは何ですか。 

・ 子どもがいる男性のうち、育児休業を取得した職員の割合は 9.9％（前回調査 5.8％）

となっており、前回調査から 4.1ポイント上昇した。子どもが生まれた年度別に見ると、

令和２年度以降に子どもが生まれた職員のうち、育児休業を取得した職員の割合は

39.6％と、令和元年度以前に子どもが生まれた職員に比べて高くなっている。 

・ 育児休業の取得期間は、１週間以下が 45.9％となっている。子どもが生まれた年度別

に見ると、平成 26 年度以前に子どもが生まれた職員では１週間以下が 71.4％となって

いるのに対し、令和２年度以降に子どもが生まれた職員では１週間以下が 33.3％となっ

ている。 

・ 育児休業を取得しなかった理由を子どもが生まれた年度別に見ると、平成 27年度から

令和元年度に子どもが生まれた職員では、「職場に迷惑をかける」、「面倒を見てくれる人

がいた」、「制度を知らなかった」の順で多くなっており、令和２年度以降に子どもが生

まれた職員では、「職場に迷惑をかける」、「収入が少なくなる」、「面倒を見てくれる人が

いた」の順で多くなっている。 

 

 

74 

21 

11 

42 

676 

512 

100 

64 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(750)

～平成26年度(533)

平成27～令和元年度(111)

令和２年度～(106)

問B-6 男性の育児休業取得

取得した（取得する予定） 取得しなかった（取得しない予定）

【子どもが生まれた年度】

39.6

3.9

9.9

9.9

25 

13 

5 

7 

407 

287 

57 

63 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(432)

～平成21年度(300)

平成22～26年度(62)

平成27年度～(70)

【参考】R1アンケート結果

取得した（取得する予定） 取得しなかった（取得しない予定）

【子どもが生まれた年度】

10.0

4.3

5.8

8.1
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34 

15 

5 

14 

12 

2 

2 

8 

9 

2 

7 

6 

6 

4 

4 

6 

2 

1 

3 

0 2 

2 

1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(74)

～平成26年度(21)

平成27～令和元年度(11)

令和２年度～(42)

問B-7 男性の育児休業取得期間

1週間以下 1週間超～2週間以下 2週間超～1月以下

1月超～3月以下 3月超～6月以下 6月超～12月以下

12月超～24月以下 24月超 未回答

【子どもが生まれた年度】

45.9

71.4

45.5

33.3

195 

182 

11 

2 

63 

45 

14 

4 

136 

108 

17 

11 

153 

102 

30 

21 

18 

10 

4 

4 

2 

1 

1 

40 

16 

11 

13 

1 

1 

28 

22 

5 

1 

32 

18 

7 

7 

8 

7 

1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(676)

～平成26年度(512)

平成27～令和元年度(100)

令和２年度～(64)

問B-8 育児休業を取得しなかった理由

制度がなかった（対象外） 制度を知らなかった 面倒をみてくれる人がいた

職場に迷惑をかける 周囲の理解を得るのが難しい キャリア形成上不利

収入が少なくなる 育児が苦手 男性は育児休業しないもの

その他 未回答

【子どもが生まれた年度】

89 

86 

1 

2 

22 

18 

2 

2 

110 

69 

19 

22 

119 

75 

24 

20 

11 

8 

2 

1 

1 

1 

28 

12 

4 

12 

1 

1 

8 

5 

1 

2 

18 

13 

4 

1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(407)

～平成21年度(287)

平成22～26年度(57)

平成27年度～(63)

【参考】R1アンケート結果

制度がなかった（対象外） 制度を知らなかった 面倒をみてくれる人がいた

職場に迷惑をかける 周囲の理解を得るのが難しい キャリア形成上不利

収入が少なくなる 育児が苦手 男性は育児休業しないもの

その他

【子どもが生まれた年度】

○ 令和２年度以降に子どもが生まれた職員の、育児休業を取得しなかった理由 

 ・制度がなかった（対象外）…２名 ・制度を知らなかった…４名 

 ・面倒をみてくれる人がいた…11 名 ・職場に迷惑をかける…21名 

 ・周囲の理解を得るのが難しい…４名 ・キャリア形成上不利…１名 

 ・収入が少なくなる…13 名  ・男性は育児休業しないもの…１名 

 ・その他…７名 
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⑹ 今後の育児休業取得意向（問 B-9～11） 

【全員・回答は一つ】 

今後、子どもが生まれた場合、育児休業（産後パパ育休を含む）を取得しますか。 

【取得期間・回答は一つ】 

どれくらいの期間取得を希望しますか。 

【育児休業を取得しないと思う理由・回答は一つ】 

取得しないと思う理由のうち、最も大きいものは何ですか。 

・ 子どもが生まれると仮定した場合、全体の 67.5％（前回調査 57.9％）、男性の 52.8％

（前回調査 35.4％）、女性の 86.7％（前回調査 91.9％）が、育児休業を取得したいと考

えている。 

・ 年齢別に見ると、39歳未満の男性職員において、「取得すると思う（取得したい）」と

する職員の割合が、男性の平均値を上回っており、特に 24 歳以下については 81.8％と

男性の平均値を 29ポイント上回っている。 

 

 

655 

291 

364 

138 

125 

13 

178 

135 

43 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(971)

男性(551)

女性(420)

問B-9 今後の育児休業取得意向

取得すると思う（取得したい） 取得しないと思う わからない

※ 全員の回答から「子どもが生まれる予定はない」を除いてグラフ化したもの

67.5

52.8

86.7

321 

118 

203 

141 

135 

6 

92 

80 

12 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(554)

男性(333)

女性(221)

【参考】R1アンケート結果

取得すると思う（取得したい） 取得しないと思う わからない

※ 全員の回答から「子どもが生まれる予定はない」を除いてグラフ化したもの

57.9

35.4

91.9
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・ 育児休業の取得を希望する期間は、男性は１カ月以下が 44.0％、１カ月超が 56.0％、

女性は１カ月以下が 0.8％、１カ月超が 99.2％となっている。 

  

655 

291 

364 

9 

27 

35 

36 

32 

32 

39 

81 

16 

49 

61 

49 

46 

52 

51 

40 

138 

125 

13 

8 

11 

9 

21 

31 

24 

21 

1 

3 

4 

2 

3 

178 

135 

43 

2 

11 

10 

9 

15 

29 

24 

35 

3 

3 

4 

4 

11 

7 

11 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(971)

男性(551)

女性(420)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(56)

35-39歳(54)

40-44歳(68)

45-49歳(92)

50-54歳(87)

55歳以上(137)

24歳以下(19)

25-29歳(52)

30-34歳(62)

35-39歳(53)

40-44歳(53)

45-49歳(67)

50-54歳(60)

55歳以上(54)

問B-9 今後の育児休業取得意向（年齢別）

取得すると思う（取得したい） 取得しないと思う わからない

【男性】

【女性】

67.5

52.8

86.7

81.8

58.5

62.5

66.7

47.1

34.8

44.8

59.1

84.2

94.2

98.4

92.5

86.8

77.6

85.0

74.1

39 

38 

1 

31 

31 

61 

59 

2 

67 

62 

5 

46 

33 

13 

88 

35 

53 

158 

16 

142 

140 

16 

124 

25 

1 

24 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(655)

男性(291)

女性(364)

問B-10 育児休業の取得を希望する期間

1週間以下 1週間超～2週間以下 2週間超～1月以下

1月超～3月以下 3月超～6月以下 6月超～12月以下

12月超～24月以下 24月超 未回答

44.0
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・ 育児休業を取得しないと思う理由を見ると、「職場に迷惑をかける」、「収入が少なくな

る」、「面倒を見てくれる人がいる」の順に回答数が多くなっている。 

・ 男性職員について年齢別に見ると、25～29歳では「収入が少なくなる」との回答が最

も多く、30～34 歳では「職場に迷惑をかける」と「収入が少なくなる」が同数であり、

35歳以上では「職場に迷惑をかける」が最も多い。 

  なお、24歳以下では育児休業を「取得しないと思う」と回答した者はいない。 

 

 

  

19 

17 

2 

1 

1 

1 

7 

2 

5 

64 

60 

4 

1 

5 

5 

13 

14 

13 

9 

4 

4 

2 

1 

1 

0 

0 

31 

28 

3 

6 

5 

1 

5 

4 

6 

1 

1 

0 

1 

4 

4 

2 

2 

8 

7 

1 

1 

1 

1 

4 

7 

5 

2 

1 

2 

1 

1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(138)

男性(125)

女性(13)

24歳以下(0)

25-29歳(8)

30-34歳(11)

35-39歳(9)

40-44歳(21)

45-49歳(31)

50-54歳(24)

55歳以上(21)

問B-11 育児休業を取得しないと思う理由

面倒をみてくれる人がいる 職場に迷惑をかける
周囲の理解を得るのが難しい キャリア形成上不利
収入が少なくなる 育児が苦手
男性は育児休業しないもの その他
未回答

【男性】

39 

36 

3 

82 

79 

3 

10 

9 

1 

2 

2 

25 

23 

2 

3 

3 

2 

2 

5 

4 

1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(168)

男性(158)

女性(10)

【参考】R1アンケート結果

面倒をみてくれる人がいる 職場に迷惑をかける 周囲の理解を得るのが難しい

キャリア形成上不利 収入が少なくなる 育児が苦手

男性は育児休業しないもの その他
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⑺ 育児休業の際に気になったこと（問 B-12） 

【育児休業を取得したことがある方（男女共）・３つまで選択可】 

育児休業を取得する際に気になったことは何ですか。 

・ 男女別にみると、回答割合が高い項目が異なっている。 

・ 男性は、「引き継いだ仕事がうまく進むか」、「周囲の理解を得られるか」、「経済的に厳

しくならないか」の順に、女性は「円滑に復帰できるか」、「経済的に厳しくならないか」、

「引き継いだ仕事がうまく進むか」の順に回答割合が高くなっている。 

 
  

35.9%

27.4%

67.5%

17.9%

59.2%

23.1%

3.6%

59.5%

44.6%

25.7%

14.9%

40.5%

10.8%

5.4%

31.9%

24.5%

74.6%

18.5%

62.4%

25.2%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

引き継いだ仕事が

うまく進むか

周囲の理解を

得られるか

円滑に復帰できるか

キャリア形成上

不利にならないか

経済的に厳しく

ならないか

育児をうまくできるか

その他

問B-12 育児休業取得の際に気になったこと（３つまで）

全体(507)

男性(74)

女性(433)
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⑻ 同じ職場の職員の育児休業取得に対する意見（問 B-13～14） 

【全員・回答は 1つ】 

あなたの職場の職員（上司・同僚・部下）に子どもが生まれた場合、育児休業を取得する

ことについて、どう思いますか。 

・ 男性職員が育児休業を取得することについては、「子育てを優先し、積極的に取得して

ほしい」との回答が 52.9％（前回調査 44.3％）と最も多くなっている。 

・ 年齢別に見ると、男性では 40歳以上から、女性では 45歳以上から、「子育てを優先し、

積極的に取得してほしい」と回答する割合が減少している。 

 

934 

508 

426 

8 

28 

40 

41 

48 

77 

98 

168 

15 

38 

47 

45 

65 

69 

75 

72 

542 

314 

228 

1 

9 

15 

14 

30 

58 

60 

127 

3 

11 

13 

11 

22 

58 

61 

49 

14 

11 

3 

1 

1 

1 

2 

6 

1 

1 

1 

276 

157 

119 

2 

9 

6 

9 

23 

20 

27 

61 

3 

6 

10 

7 

7 

31 

27 

28 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1766)

男性(990)

女性(776)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(62)

35-39歳(65)

40-44歳(102)

45-49歳(157)

50-54歳(185)

55歳以上(362)

24歳以下(21)

25-29歳(55)

30-34歳(70)

35-39歳(63)

40-44歳(95)

45-49歳(159)

50-54歳(164)

55歳以上(149)

問B-13 男性職員が育児休業を取得する事に対する意見

子育てを優先し、積極的に取得してほしい 仕事の状況を見ながら調整して取得してほしい
仕事を優先し、あまり取得しないでほしい 特に思うことはない（本人の考え方次第）

【男性】

【女性】

52.9

51.3

54.9

72.7

60.9

64.5

63.1

47.1

49.0

53.0

46.4

71.4

69.1

67.1

71.4

68.4

43.4

45.7

48.3
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409 

222 

187 

346 

225 

121 

13 

12 

1 

156 

102 

54 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(924)

男性(561)

女性(363)

【参考】R1アンケート結果

子育てを優先し、積極的に取得してほしい 仕事の状況を見ながら調整して取得してほしい

仕事を優先し、あまり取得しないでほしい 特に思うことはない（本人の考え方次第）

44.3

39.6

51.5

1,329 

739 

590 

8 

35 

51 

48 

68 

115 

145 

269 

18 

45 

58 

50 

82 

120 

111 

106 

207 

114 

93 

1 

2 

4 

6 

16 

21 

21 

43 

2 

5 

3 

7 

6 

18 

31 

21 

6 

5 

1 

1 

1 

3 

1 

224 

132 

92 

2 

9 

7 

10 

18 

20 

19 

47 

1 

5 

9 

6 

7 

20 

22 

22 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1766)

男性(990)

女性(776)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(62)

35-39歳(65)

40-44歳(102)

45-49歳(157)

50-54歳(185)

55歳以上(362)

24歳以下(21)

25-29歳(55)

30-34歳(70)

35-39歳(63)

40-44歳(95)

45-49歳(159)

50-54歳(164)

55歳以上(149)

問B-14 女性職員が育児休業を取得する事に対する意見

子育てを優先し、積極的に取得してほしい 仕事の状況を見ながら調整して取得してほしい
仕事を優先し、あまり取得しないでほしい 特に思うことはない（本人の考え方次第）

【男性】

【女性】

75.3

74.6

76.0

72.7

76.1

82.3

73.8

66.7

73.2

78.4

74.3

85.7

81.8

82.9

79.4

86.3

75.5

67.7

71.1

630 

361 

269 

169 

115 

54 

1 

7 

3 

115 

78 

37 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(924)

男性(561)

女性(363)

【参考】R1アンケート結果

子育てを優先し、積極的に取得してほしい 仕事の状況を見ながら調整して取得してほしい

仕事を優先し、あまり取得しないでほしい 特に思うことはない（本人の考え方次第）

68.9

64.3

74.1



22 

 

⑼ 子育て支援制度を利用しやすくする取組（問 B-15） 

【全員・３つまで選択可】 

子育て支援制度を利用しやすくするためにどのような取組が効果的だと思いますか。 

・ 男女ともに「代替職員の配置」の回答割合が高く、次いで「職員ごとの適切な業務量管

理」となっている。なお、どちらも男性より女性の回答割合が相対的に高くなっている。 

・ 以降は男女ともに「管理職以外の職員の意識改革」、「計画的に利用させる仕組みの構

築」と続いているが、どちらも女性より男性の回答割合が相対的に高くなっている。 

・ 次いで、男性は「管理職の意識改革」、女性は「子育て支援制度に関する情報提供の充

実」の回答割合が高くなっている。 

 

  

22.9%

32.3%

30.4%

22.1%

23.1%

44.6%

71.5%

3.9%

24.7%

34.3%

32.9%

22.6%

20.3%

39.1%

67.9%

3.9%

20.5%

29.6%

27.2%

21.4%

26.7%

51.7%

76.2%

3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の意識改革

計画的に利用させる

仕組みの構築

取組状況を所属職員の

人事評価に反映させる仕組み

子育て支援制度に関する

情報提供の充実

職員ごとの適切な業務量管理

代替職員の配置

その他

問B-15 子育て支援制度を利用しやすくする取組（３つまで）

全体(1766)

男性(990)

女性(776)

25.4%

32.6%

31.4%

18.1%

21.1%

45.2%

67.9%

3.1%

27.8%

32.1%

34.8%

18.4%

23.7%

41.4%

64.2%

4.3%

21.8%

33.3%

26.2%

17.6%

17.1%

51.2%

73.6%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の意識改革

計画的に利用させる

仕組みの構築

取組状況を所属職員の

人事評価に反映させる仕組み

子育て支援制度に関する

情報提供の充実

職員ごとの適切な業務量管理

代替職員の配置

その他

【参考】R1アンケート結果

全体(924)

男性(561)

女性(363)
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・ 子どもの有無により、回答に大きな差異はない。 

・ 子どもがいない職員の回答割合が相対的に高くなっているのは、「職員ごとの適切な業

務管理」となっている。 

 
・ 子どものいる職員を男女別にみても、回答の傾向に大きな差異はない。 

・ 女性の回答割合が相対的に高くなっているのは、「代替職員の配置」、「職員ごとの適切

な業務量管理」、「子育て支援制度に関する情報提供の充実」となっており、男性の回答

割合が相対的に高くなっているのは、「計画的に利用させる仕組みの構築」、「取組状況を

所属職員の人事評価に反映させる仕組み」となっている。 

  

22.9%

32.3%

30.4%

22.1%

23.1%

44.6%

71.5%

3.9%

23.3%

33.2%

30.5%

23.2%

24.1%

42.6%

72.2%

3.6%

22.0%

30.4%

30.2%

19.7%

21.0%

49.0%

70.0%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の意識改革

計画的に利用させる

仕組みの構築

取組状況を所属職員の

人事評価に反映させる仕組み

子育て支援制度に関する

情報提供の充実

職員ごとの適切な業務量管理

代替職員の配置

その他

【子どもの有無別】

全体(1766)

子どもあり(1203)

子どもなし(563)

23.3%

33.2%

30.5%

23.2%

24.1%

42.6%

72.2%

3.6%

24.1%

34.1%

32.8%

24.9%

21.4%

37.9%

67.9%

4.3%

22.0%

31.6%

26.8%

20.5%

28.5%

50.1%

79.3%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の意識改革

計画的に利用させる

仕組みの構築

取組状況を所属職員の

人事評価に反映させる仕組み

子育て支援制度に関する

情報提供の充実

職員ごとの適切な業務量管理

代替職員の配置

その他

【子どもあり・男女別】

全体(1203)

男性(744)

女性(459)
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・ 育休取得の有無による回答の差異について、育休取得経験者の回答割合が、「管理職の

意識改革」、「計画的に利用させる仕組みの構築」、「取組状況を所属職員の人事評価に反

映させる仕組み」において相対的に高くなっている。 

 
・ 子育て世代（25歳～49歳）で比較した場合も、回答の傾向に大きな差異はない。 

・ 女性の回答割合が相対的に高くなっているのは、「代替職員の配置」、「職員ごとの適切

な業務量管理」、「子育て支援制度に関する情報提供の充実」となっており、男性の回答

割合が相対的に高くなっているのは、「計画的に利用させる仕組みの構築」となっている。 

  

24.2%

34.4%

32.4%

25.0%

21.5%

38.4%

68.5%

4.4%

29.7%

37.8%

37.8%

29.7%

23.0%

39.2%

63.5%

4.1%

23.6%

34.0%

31.8%

24.4%

21.4%

38.3%

69.1%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の意識改革

計画的に利用させる

仕組みの構築

取組状況を所属職員の

人事評価に反映させる仕組み

子育て支援制度に関する

情報提供の充実

職員ごとの適切な業務量管理

代替職員の配置

その他

【（男性）育休取得有無】

全体(753)

取得した(74)

取得しなかった(679)

22.7%

31.1%

33.2%

23.3%

24.1%

51.7%

70.7%

4.2%

24.5%

32.2%

36.1%

22.0%

21.1%

48.4%

66.7%

5.1%

20.8%

30.1%

30.3%

24.7%

27.1%

55.0%

74.7%

3.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の意識改革

計画的に利用させる

仕組みの構築

取組状況を所属職員の

人事評価に反映させる仕組み

子育て支援制度に関する

情報提供の充実

職員ごとの適切な業務量管理

代替職員の配置

その他

【子育て世代（25～49歳）】

全体(874)

男性(432)

女性(442)
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⑽ 子育て支援制度に関する改善意見（問 B-16） 

【全員・３つまで選択可】 

職員を対象とする子育て支援制度について、改善したほうが良いと思うことは何ですか。 

・ 「転勤・人事異動への配慮」の回答割合が最も高く、以降、「育児休業時の経済的援助

の充実」、「フレックスタイム制の導入」の順に続いている。 

・ 男女とも、回答割合の高い項目の順は同じだが、「転勤・人事異動への配慮」は相対的

に女性が高くなっており、「育児休業時の経済的援助の充実」は相対的に男性が高くなっ

ている。 

 

11.2%

50.5%

11.0%

10.1%

17.1%

59.4%

33.2%

19.4%

8.5%

5.7%

14.1%

53.3%

11.8%

9.4%

13.5%

54.4%

34.3%

19.5%

9.6%

5.3%

7.3%

46.8%

9.9%

11.0%

21.6%

65.7%

31.7%

19.3%

7.1%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

育児休業の長期化

育児休業時の

経済的援助の充実

職員ポータルへの

アクセス

情報や能力開発

機会の提供

研修等の

職場復帰支援

転勤・人事異動

への配慮

フレックスタイム制

の導入

テレワークの拡充

現状の制度で十分

その他

問B-16 子育て支援制度に関する改善意見（３つまで）

全体(1766)

男性(990)

女性(776)
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・ 子どもの有無により回答に大きな差異はない。なお、子どもがいる職員の回答割合が

相対的に高くなっているのは、「育児休業時の経済的援助の充実」となっている。 

 

  

11.3%

38.2%

7.5%

14.5%

19.4%

68.6%

30.7%

12.7%

7.9%

3.1%

13.2%

41.9%

6.1%

13.2%

16.9%

66.5%

32.3%

12.1%

7.3%

3.6%

8.3%

32.5%

9.6%

16.5%

23.1%

71.9%

28.4%

13.5%

8.8%

2.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

育児休業の長期化

育児休業時の

経済的援助の充実

職員ポータルへの

アクセス

情報や能力開発

機会の提供

研修等の

職場復帰支援

転勤・人事異動

への配慮

フレックスタイム制

の導入

サテライトオフィス

等の導入

現状の制度で十分

その他

【参考】R1アンケート結果

全体(924)

男性(561)

女性(363)

11.2%

50.5%

11.0%

10.1%

17.1%

59.4%

33.2%

19.4%

8.5%

5.7%

10.4%

52.6%

11.3%

10.1%

17.0%

59.9%

34.0%

19.0%

8.0%

6.1%

12.8%

45.8%

10.3%

10.1%

17.2%

58.4%

31.4%

20.4%

9.6%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

育児休業の長期化

育児休業時の

経済的援助の充実

職員ポータルへの

アクセス

情報や能力開発

機会の提供

研修等の

職場復帰支援

転勤・人事異動

への配慮

フレックスタイム制

の導入

テレワークの拡充

現状の制度で十分

その他

【子どもの有無別】

全体(1766)

子どもあり(1203)

子どもなし(563)
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・ 子どものいる職員を男女別にみても、回答に大きな差異はない。なお、女性の回答割

合が相対的に高くなっているのは、「転勤・人事異動への配慮」、「研修等の職場復帰支援」

であった。 

 

・ 育休取得の有無による回答の差異について、育休取得経験者の回答割合が、「育児休業

時の経済的援助の充実」において相対的に高くなっている。 

 

  

10.4%

52.6%

11.3%

10.1%

17.0%

59.9%

34.0%

19.0%

8.0%

6.1%

13.3%

53.9%

12.2%

9.0%

13.6%

53.4%

33.9%

19.6%

9.8%

6.2%

5.7%

50.5%

9.8%

11.8%

22.7%

70.4%

34.2%

17.9%

5.0%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

育児休業の長期化

育児休業時の

経済的援助の充実

職員ポータルへの

アクセス

情報や能力開発

機会の提供

研修等の

職場復帰支援

転勤・人事異動

への配慮

フレックスタイム制

の導入

テレワークの拡充

現状の制度で十分

その他

【子どもあり・男女別】

全体(1203)

男性(744)

女性(459)

12.7%

54.1%

12.2%

9.2%

13.7%

53.7%

33.3%

19.8%

9.7%

6.2%

20.3%

66.2%

14.9%

9.5%

4.1%

56.8%

37.8%

23.0%

5.4%

6.8%

11.9%

52.7%

11.9%

9.1%

14.7%

53.3%

32.8%

19.4%

10.2%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

育児休業の長期化

育児休業時の

経済的援助の充実

職員ポータルへの

アクセス

情報や能力開発

機会の提供

研修等の

職場復帰支援

転勤・人事異動

への配慮

フレックスタイム制

の導入

テレワークの拡充

現状の制度で十分

その他

【（男性）育休取得有無】

全体(753)

取得した(74)

取得しなかった(679)
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・ 子育て世代（25歳～49歳）で比較した場合も、回答の傾向に大きな差異はない。 

・ 女性の回答割合が相対的に高くなっているのは、「転勤・人事異動への配慮」、「研修等

の職場復帰支援」となっており、男性の回答割合が相対的に高くなっているのは、「育児

休業時の経済的援助の充実」となっている。 

  

12.1%

56.1%

10.9%

8.9%

16.2%

65.3%

36.5%

24.7%

4.6%

6.2%

15.7%

59.3%

10.6%

6.7%

11.6%

60.6%

38.7%

25.9%

4.9%

5.8%

8.6%

52.9%

11.1%

11.1%

20.8%

69.9%

34.4%

23.5%

4.3%

6.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

育児休業の長期化

育児休業時の

経済的援助の充実

職員ポータルへの

アクセス

情報や能力開発

機会の提供

研修等の

職場復帰支援

転勤・人事異動

への配慮

フレックスタイム制

の導入

テレワークの拡充

現状の制度で十分

その他

【子育て世代（25～49歳）】

全体(874)

男性(432)

女性(442)
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⑾ 地域活動を通じた子育て支援（問 B-17） 

【全員・回答は一つ】 

職員が子ども・子育てに関する地域活動に参加しやすくなるよう、県教育委員会として

優先的に取り組む必要があるのは何だと思いますか。 

・ 男女ともに、「地域活動参加のための休暇を取得しやすい雰囲気づくり」の回答割合が

高くなっている。 

 

 
  

17.0%

66.7%

14.7%

1.6%

18.1%

65.1%

14.8%

2.0%

15.6%

68.8%

14.4%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

地域活動への

参加意欲の醸成

地域活動参加のための

休暇を取得しやすい

雰囲気づくり

地域活動を紹介する

機会の提供

地域活動への貢献に

対する表彰制度

問B-17 地域活動を通じた子育て支援

全体(1766)

男性(990)

女性(776)

24.5%

59.6%

13.4%

2.5%

23.2%

60.1%

13.4%

3.4%

26.4%

59.0%

13.5%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

地域活動への

参加意欲の醸成

地域活動参加のための

休暇を取得しやすい

雰囲気づくり

地域活動を紹介する

機会の提供

地域活動への貢献に

対する表彰制度

【参考】R1アンケート結果

全体(924)

男性(561)

女性(363)
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・ 子どものいる職員を男女別にみても、回答に大きな差異はない。 

 
・ 子育て世代（25歳～49歳）で比較した場合も、回答に大きな差異はない。 

  

17.7%

66.7%

13.6%

1.9%

19.2%

64.5%

14.0%

2.3%

15.3%

70.4%

13.1%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

地域活動への

参加意欲の醸成

地域活動参加のための

休暇を取得しやすい

雰囲気づくり

地域活動を紹介する

機会の提供

地域活動への貢献に

対する表彰制度

【子どもあり・男女別】

全体(1203)

男性(744)

女性(459)

13.0%

71.1%

14.2%

1.7%

13.2%

71.1%

13.0%

2.8%

12.9%

71.0%

15.4%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

地域活動への

参加意欲の醸成

地域活動参加のための

休暇を取得しやすい

雰囲気づくり

地域活動を紹介する

機会の提供

地域活動への貢献に

対する表彰制度

【子育て世代（25～49歳）】

全体(874)

男性(432)

女性(442)
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４ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について               

⑴ 職員自身の現在の状況（問 C-1） 

【全員・回答は一つ】 

あなたの仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）は、うまく取れていると思いま

すか。 

・ 「そう思う」又は「どちらかといえばそう思う」と感じている職員の割合は、全体で

62.7％（前回調査 53.4％）、男性は 66.9％（前回調査 53.1％）、女性は 57.5％（前回調

査 53.7％）となっている。 

・ 「そう思う」又は「どちらかといえばそう思う」と感じている職員の割合を年齢別に

見ると、男性は 24 歳以下と 50 歳以上が 70％を超えている一方で、25～29 歳及び 35～

39歳は 60％に満たない状況である。女性は、24歳以下が 85.7％、25～29歳が 72.7％と

高くなっている一方で、35歳以上 54歳以下が 60％に満たない状況であり、特に 40～44

歳が 49.5％と低くなっている。 

 

234 

151 

83 

3 

5 

10 

10 

10 

21 

42 

50 

8 

17 

9 

6 

4 

7 

21 

11 

874 

511 

363 

5 

20 

29 

25 

56 

75 

88 

213 

10 

23 

35 

26 

43 

80 

66 

80 

503 

243 

260 

2 

16 

15 

22 

23 

49 

40 

76 

3 

12 

24 

24 

38 

49 

62 

48 

155 

85 

70 

1 

5 

8 

8 

13 

12 

15 

23 

3 

2 

7 

10 

23 

15 

10 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1766)

男性(990)

女性(776)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(62)

35-39歳(65)

40-44歳(102)

45-49歳(157)

50-54歳(185)

55歳以上(362)

24歳以下(21)

25-29歳(55)

30-34歳(70)

35-39歳(63)

40-44歳(95)

45-49歳(159)

50-54歳(164)

55歳以上(149)

問C-1 自身の現在の状況（仕事と生活の調和がとれているか）

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない

【男性】

【女性】

62.7

66.9

57.5

72.7

54.3

62.9

53.8

64.7

61.1

70.3

72.7

85.7

72.7

62.9

50.8

49.5

54.7

53.0

61.1
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87 

49 

38 

1 

2 

1 

2 

4 

9 

9 

21 

3 

3 

6 

5 

6 

9 

6 

406 

249 

157 

5 

9 

9 

13 

30 

55 

44 

84 

5 

15 

11 

17 

38 

27 

27 

17 

308 

183 

125 

7 

10 

6 

24 

22 

37 

33 

44 

4 

14 

9 

9 

30 

28 

18 

13 

123 

80 

43 

3 

7 

12 

10 

13 

19 

16 

3 

6 

4 

10 

9 

6 

5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(924)

男性(561)

女性(363)

24歳以下(13)

25-29歳(24)

30-34歳(23)

35-39歳(51)

40-44歳(66)

45-49歳(114)

50-54歳(105)

55歳以上(165)

24歳以下(12)

25-29歳(35)

30-34歳(26)

35-39歳(36)

40-44歳(83)

45-49歳(70)

50-54歳(60)

55歳以上(41)

【参考】R1アンケート結果

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない

【男性】

【女性】

53.4

53.1

53.7

46.2

45.8

43.5

29.4

51.5

56.1

50.5

63.6

66.7

51.4

42.3

63.9

51.8

47.1

60.0

56.1
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⑵ 仕事と生活の調和がとれていない理由（問 C-2） 

【問 C-1で「あまりそう思わない」、「全くそう思わない」を選んだ方・３つまで選択可】 

あなたの仕事と生活の調和が困難と感じている理由は何ですか。 

・ 「時間外勤務が多い」の回答割合が、全体で 66.9％（前回調査 81.4％）、男性は 72.3％

（前回調査 83.7％）、女性は 61.5％（前回調査 78.0）％と、最も高くなっている。 

・ 以降は、「業務の質が困難」、「通勤時間が長い」、「自身や家族の健康状況がすぐれない」

の順となっている。 

・ 男女別に比較すると、「時間外勤務が多い」及び「業務の質が困難」において、男性の

回答割合が高くなっている。 

 

66.9%

49.2%

7.8%

35.6%

8.2%

4.7%

3.3%

23.9%

11.1%

72.3%

54.3%

8.8%

33.8%

8.5%

1.8%

1.5%

23.5%

11.9%

61.5%

44.2%

6.7%

37.3%

7.9%

7.6%

5.2%

24.2%

10.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

時間外勤務が多い

業務の質が困難

出張が多い

通勤時間が長い

職場の理解がない

配偶者の協力が

得られない

家族等（配偶者除く）

の協力が得られない

自身や家族の健康状況

がすぐれない

その他

問C-2 仕事と生活の調和がとれていない理由（３つまで）

全体(658)

男性(328)

女性(330)
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・ 子どもの有無により比較すると、「通勤時間が長い」について、子どもがいる職員の回

答割合が、子どもがいない職員の回答割合の約３倍となっている。 

 

  

81.4%

44.5%

13.7%

24.8%

8.6%

3.5%

2.3%

20.9%

7.9%

83.7%

46.0%

17.9%

24.3%

8.0%

0.0%

1.5%

17.9%

7.2%

78.0%

42.3%

7.1%

25.6%

9.5%

8.9%

3.6%

25.6%

8.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

時間外勤務が多い

業務の質が困難

出張が多い

通勤時間が長い

職場の理解がない

配偶者の協力が

得られない

家族等（配偶者除く）

の協力が得られない

自身や家族の健康状況

がすぐれない

その他

【参考】R1アンケート結果

全体(431)

男性(263)

女性(168)

66.9%

49.2%

7.8%

35.6%

8.2%

4.7%

3.3%

23.9%

11.1%

63.2%

50.5%

6.8%

46.5%

8.0%

7.1%

5.0%

18.9%

12.7%

73.5%

47.0%

9.4%

15.8%

8.5%

0.4%

0.4%

32.9%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

時間外勤務が多い

業務の質が困難

出張が多い

通勤時間が長い

職場の理解がない

配偶者の協力が

得られない

家族等（配偶者除く）

の協力が得られない

自身や家族の健康状況

がすぐれない

その他

【子どもの有無別】

全体(658)

子どもあり(424)

子どもなし(234)



35 

 

・ 子育て世代（25 歳～49 歳）で比較した場合、「時間外勤務が多い」及び「業務の質が

困難」において、男性の回答割合が高くなっている 

 

  

68.0%

50.1%

9.4%

34.7%

9.4%

6.1%

3.9%

20.9%

13.2%

77.8%

58.5%

12.3%

32.2%

8.8%

2.3%

1.2%

22.8%

13.5%

59.4%

42.7%

6.8%

37.0%

9.9%

9.4%

6.3%

19.3%

13.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

時間外勤務が多い

業務の質が困難

出張が多い

通勤時間が長い

職場の理解がない

配偶者の協力が

得られない

家族等（配偶者除く）

の協力が得られない

自身や家族の健康状況

がすぐれない

その他

【子育て世代（25～49歳）】

全体(363)

男性(171)

女性(192)
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⑶ 職場の環境（問 C-3） 

【全員・回答は一つ】 

今のあなたの職場は、仕事と生活を調和させやすい職場だと思いますか。 

・ 「そう思う」又は「どちらかといえばそう思う」と感じている職員の割合は、全体で

73.3％（前回調査 63.7％）、男性は 74.7％（前回調査 63.6％）、女性は 71.5％（前回調

査 63.9％）となっている。 

・ 「そう思う」又は「どちらかといえばそう思う」と感じている職員の割合を年齢別に

見ると、男性は 24 歳以下と 55 歳以上が 80％を超え、50～54 歳が 75％を超えている一

方で、子育て世代と思われる 25～49歳は 70％に満たず、相対的に低くなっている。女性

は、24 歳以下が 95.2％、30～34 歳が 80.0％と高くなっている一方で、35 歳以上 54 歳

以下が全体の割合に満たない状況であり、特に 40～44歳が 65.3％と低くなっている。 

 

314 

191 

123 

6 

7 

12 

15 

16 

22 

47 

66 

7 

13 

15 

9 

10 

20 

20 

29 

981 

549 

432 

3 

24 

31 

28 

54 

87 

95 

227 

13 

27 

41 

33 

52 

93 

93 

80 

383 

196 

187 

2 

12 

12 

18 

24 

36 

33 

59 

15 

11 

20 

26 

35 

44 

36 

88 

54 

34 

3 

7 

4 

8 

12 

10 

10 

1 

3 

1 

7 

11 

7 

4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1766)

男性(990)

女性(776)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(62)

35-39歳(65)

40-44歳(102)

45-49歳(157)

50-54歳(185)

55歳以上(362)

24歳以下(21)

25-29歳(55)

30-34歳(70)

35-39歳(63)

40-44歳(95)

45-49歳(159)

50-54歳(164)

55歳以上(149)

問C-3 職場の環境（仕事と生活を調和させやすいか）

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない

【男性】

【女性】

73.3

74.7

71.5

81.8

67.4

69.4

66.2

68.6

69.4

76.8

80.9

95.2

72.7

80.0

66.7

65.3

71.1

68.9

73.2
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104 

57 

47 

3 

1 

3 

5 

1 

10 

14 

20 

5 

5 

2 

3 

10 

9 

11 

2 

485 

300 

185 

7 

11 

8 

21 

37 

65 

56 

95 

5 

17 

9 

22 

44 

33 

34 

21 

267 

159 

108 

3 

8 

8 

20 

20 

30 

27 

43 

2 

10 

13 

8 

25 

23 

12 

15 

68 

45 

23 

4 

4 

5 

8 

9 

8 

7 

3 

2 

3 

4 

5 

3 

3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(924)

男性(561)

女性(363)

24歳以下(13)

25-29歳(24)

30-34歳(23)

35-39歳(51)

40-44歳(66)

45-49歳(114)

50-54歳(105)

55歳以上(165)

24歳以下(12)

25-29歳(35)

30-34歳(26)

35-39歳(36)

40-44歳(83)

45-49歳(70)

50-54歳(60)

55歳以上(41)

【参考】R1アンケート結果

そう思う どちらかといえばそう思う あまりそう思わない 全くそう思わない

【男性】

【女性】

63.7

63.6

63.9

76.9

50.0

47.8

51.0

57.6

65.8

66.7

69.7

83.3

62.9

42.3

69.4

65.1

60.0

75.0

56.1
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⑷ 超過勤務を縮減するための取組（問 C-4） 

【全員・３つまで選択可】 

あなたの時間外勤務を削減するため、どのような取組が必要だと思いますか。 

・ 男女ともに「無駄な業務や作業をなくし仕事の量を減らす」の回答割合が最も高く、

次いで「職員ごとの適切な業務量管理」となっている。 

・ 男女別に比較すると、「職員毎の適切な業務量管理」について、女性の回答割合が相対

的に高くなっており、「管理職以外の職員の意識改革」について、男性の回答割合が相対

的に高くなっている。 

 

15.5%

21.8%

11.7%

19.4%

11.2%

7.8%

70.3%

49.0%

11.3%

13.2%

17.6%

27.1%

12.7%

20.4%

10.2%

9.2%

70.0%

43.7%

12.5%

13.7%

12.8%

15.1%

10.4%

18.0%

12.5%

5.9%

70.6%

55.8%

9.7%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の

意識改革

ノー残業デーの設定

フレックスタイム制の導入

在宅勤務などの

テレワークの拡充

取組状況を人事評価に

反映させる仕組み

無駄な業務や作業をなくし

仕事の量を減らす

職員ごとの適切な

業務量管理

ＩＣＴ導入による

業務効率化

その他

問C-4 超過勤務を削減するための取組（３つまで）

全体(1766)

男性(990)

女性(776)
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・ 子どもの有無により、回答に大きな差はない。 

 

16.5%

20.6%

9.8%

14.0%

4.1%

7.4%

66.8%

41.5%

7.9%

13.3%

19.3%

24.1%

10.5%

15.2%

4.5%

8.9%

65.6%

36.9%

8.2%

13.2%

12.1%

15.2%

8.8%

12.1%

3.6%

5.0%

68.6%

48.5%

7.4%

13.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の

意識改革

ノー残業デーの設定

フレックスタイム制の導入

サテライトオフィス等の

導入

取組状況を人事評価に

反映させる仕組み

無駄な業務や作業をなくし

仕事の量を減らす

職員ごとの適切な

業務量管理

ＩＣＴ導入による

業務効率化

その他

【参考】R1アンケート結果

全体（924）

男性（561）

女性（363）

15.5%

21.8%

11.7%

19.4%

11.2%

7.8%

70.3%

49.0%

11.3%

13.2%

15.5%

23.6%

10.8%

20.7%

11.2%

7.6%

69.7%

46.9%

11.1%

13.8%

15.5%

17.9%

13.7%

16.5%

11.2%

8.0%

71.6%

53.6%

11.5%

11.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の

意識改革

ノー残業デーの設定

フレックスタイム制の導入

在宅勤務などの

テレワークの拡充

取組状況を人事評価に

反映させる仕組み

無駄な業務や作業をなくし

仕事の量を減らす

職員ごとの適切な

業務量管理

ＩＣＴ導入による

業務効率化

その他

【子どもの有無別】

全体(1766)

子どもあり(1203)

子どもなし(563)
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・ 子育て世代（25 歳～49 歳）で比較した場合も、男女別で回答の傾向に大きな差異は

ない。 

  

16.6%

18.8%

11.2%

18.6%

13.4%

8.2%

72.8%

53.0%

11.7%

13.7%

19.2%

24.1%

11.6%

19.7%

11.6%

9.3%

71.8%

47.0%

12.7%

14.4%

14.0%

13.6%

10.9%

17.6%

15.2%

7.2%

73.8%

58.8%

10.6%

13.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の

意識改革

ノー残業デーの設定

フレックスタイム制の導入

在宅勤務などの

テレワークの拡充

取組状況を人事評価に

反映させる仕組み

無駄な業務や作業をなくし

仕事の量を減らす

職員ごとの適切な

業務量管理

ＩＣＴ導入による

業務効率化

その他

【子育て世代（25～49歳）】

全体(874)

男性(432)

女性(442)
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⑸ 働き方改革の取組状況（問 C-5） 

【全員・回答は一つ】 

あなた自身は、働き方改革に取り組んでいますか。 

・ 「取り組んでいる」又は「どちらかといえば取り組んでいる」と回答した職員の割合

は、全体で 68.0％（前回調査 47.0％）、男性は 71.9％（前回調査 50.3％）、女性は 63.0％

（前回調査 41.9％）となっている。 

・ 年齢別に見ると、男性は年齢が上がるにつれて割合が高くなっているのに対し、女性

は年齢が上がるにつれて低くなる傾向にある。なお、男性の 24歳以下は 50％に満たず、

女性の 35～39歳及び 45～49歳は 60％に満たない状況となっている。 

 

318 

208 

110 

1 

6 

12 

17 

17 

28 

57 

70 

4 

10 

12 

9 

17 

15 

22 

21 

883 

504 

379 

4 

23 

27 

27 

51 

83 

89 

200 

11 

26 

39 

27 

49 

77 

79 

71 

475 

223 

252 

5 

15 

18 

18 

27 

37 

26 

77 

4 

18 

18 

22 

25 

61 

54 

50 

90 

55 

35 

1 

2 

5 

3 

7 

9 

13 

15 

2 

1 

1 

5 

4 

6 

9 

7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1766)

男性(990)

女性(776)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(62)

35-39歳(65)

40-44歳(102)

45-49歳(157)

50-54歳(185)

55歳以上(362)

24歳以下(21)

25-29歳(55)

30-34歳(70)

35-39歳(63)

40-44歳(95)

45-49歳(159)

50-54歳(164)

55歳以上(149)

問C-5 教職員の働き方改革

取り組んでいる どちらかといえば取り組んでいる あまり取り組んでいない 全く取り組んでいない

【男性】

【女性】

68.0

71.9

63.0

45.5

63.0

62.9

67.7

66.7

70.7

78.9

74.6

71.4

65.5

72.9

57.1

69.5

57.9

61.6

61.7
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・ 「取り組んでいる」又は「どちらかといえば取り組んでいる」と回答した職員の割合

は、子どもがいる職員が 70.2％、子どもがいない職員が 63.4％と、子どもがいる職員の

方が 6.8ポイント高くなっている。 

  

83 

64 

19 

1 

6 

2 

6 

4 

11 

9 

25 

1 

1 

3 

3 

2 

1 

6 

2 

351 

218 

133 

5 

5 

8 

18 

24 

40 

48 

70 

7 

19 

9 

13 

34 

17 

20 

14 

383 

214 

169 

6 

12 

8 

22 

30 

45 

33 

58 

4 

12 

11 

18 

41 

38 

26 

19 

107 

65 

42 

1 

1 

5 

5 

8 

18 

15 

12 

3 

3 

2 

6 

14 

8 

6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(924)

男性(561)

女性(363)

24歳以下(13)

25-29歳(24)

30-34歳(23)

35-39歳(51)

40-44歳(66)

45-49歳(114)

50-54歳(105)

55歳以上(165)

24歳以下(12)

25-29歳(35)

30-34歳(26)

35-39歳(36)

40-44歳(83)

45-49歳(70)

50-54歳(60)

55歳以上(41)

【参考】R1アンケート結果

取り組んでいる どちらかといえば取り組んでいる あまり取り組んでいない 全く取り組んでいない

【男性】

【女性】

47.0

50.3

41.9

46.2

45.8

43.5

47.1

42.4

44.7

54.3

57.6

66.7

57.1

46.2

44.4

43.4

25.7

43.3

39.0

18.0%

50.0%

26.9%

5.1%

19.4%

50.8%

25.2%

4.7%

15.1%

48.3%

30.6%

6.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

取り組んでいる

どちらかといえば

取り組んでいる

あまり

取り組んでいない

全く

取り組んでいない

【子どもの有無別】

全体(1766)

子どもあり(1203)

子どもなし(563)
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⑹ 年次休暇の取得状況（問 C-6） 

【全員・回答は一つ】 

あなたの年次休暇の取得状況について、あてはまるものはどれですか。 

・ 「ほぼ計画的に取得できる」又は「ある程度計画的に取得できる」と感じている職員

の割合は、全体で 75.4％（前回調査 60.4％）、男性は 74.9％（前回調査 58.3％）、女性

は 75.9％（前回調査 63.6％）となっている。 

・ 年齢別に見ると、男性は年齢が上がるにつれて割合が高くなっているが、30～34歳に

おいては 56.5％と割合が低くなっている。女性は年齢で大きな差はない。 

 

433 

261 

172 

3 

10 

15 

19 

27 

35 

53 

99 

5 

13 

23 

14 

26 

34 

33 

24 

898 

481 

417 

5 

22 

20 

29 

48 

85 

86 

186 

11 

30 

30 

34 

50 

86 

88 

88 

360 

202 

158 

1 

10 

22 

15 

25 

31 

40 

58 

5 

11 

15 

12 

16 

33 

34 

32 

75 

46 

29 

2 

4 

5 

2 

2 

6 

6 

19 

1 

2 

3 

3 

6 

9 

5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(1766)

男性(990)

女性(776)

24歳以下(11)

25-29歳(46)

30-34歳(62)

35-39歳(65)

40-44歳(102)

45-49歳(157)

50-54歳(185)

55歳以上(362)

24歳以下(21)

25-29歳(55)

30-34歳(70)

35-39歳(63)

40-44歳(95)

45-49歳(159)

50-54歳(164)

55歳以上(149)

問C-6 年次休暇の取得状況

ほぼ計画的に取得できる ある程度計画的に取得できる

あまり計画的に取得できない ほとんど取得できない

【男性】

【女性】

75.4

74.9

75.9

72.7

69.6

56.5

73.8

73.5

76.4

75.1

78.7

76.2

78.2

75.7

76.2

80.0

75.5

73.8

75.2
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159 

94 

65 

3 

3 

1 

4 

8 

18 

18 

39 

2 

5 

4 

8 

12 

8 

17 

9 

399 

233 

166 

8 

7 

11 

19 

33 

54 

39 

62 

6 

14 

9 

15 

43 

37 

24 

18 

273 

168 

105 

1 

7 

3 

22 

18 

33 

36 

48 

2 

12 

9 

12 

21 

20 

17 

12 

93 

66 

27 

1 

7 

8 

6 

7 

9 

12 

16 

2 

4 

4 

1 

7 

5 

2 

2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体(924)

男性(561)

女性(363)

24歳以下(13)

25-29歳(24)

30-34歳(23)

35-39歳(51)

40-44歳(66)

45-49歳(114)

50-54歳(105)

55歳以上(165)

24歳以下(12)

25-29歳(35)

30-34歳(26)

35-39歳(36)

40-44歳(83)

45-49歳(70)

50-54歳(60)

55歳以上(41)

【参考】R1アンケート結果

ほぼ計画的に取得できる ある程度計画的に取得できる

あまり計画的に取得できない ほとんど取得できない

【男性】

【女性】

60.4

58.3

63.6

84.6

41.7

52.2

45.1

62.1

63.2

54.3

61.2

66.7

54.3

50.0

63.9

66.3

64.3

68.3

65.9
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⑺ 年次休暇を取得しやすくする取組（問 C-7） 

【全員・３つまで選択可】 

年次休暇を取得しやすくするため、どのような取組が必要だと思いますか。 

・ 「無駄な業務や作業をなくし仕事の量を減らす」、「職員ごとの適切な業務量管理」、「休

暇中の仕事を代替する仕組み」、「計画的に休暇取得させる仕組み」の順に回答割合が高

くなっている。 

 

13.2%

18.2%

28.0%

6.5%

66.3%

47.5%

36.5%

8.8%

5.4%

16.4%

21.2%

29.0%

8.2%

66.2%

43.5%

36.8%

7.9%

5.9%

9.1%

14.3%

26.7%

4.4%

66.5%

52.6%

36.2%

10.1%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の

意識改革

計画的に休暇取得

させる仕組み

取組状況を人事評価に

反映させる仕組み

無駄な業務や作業をなくし

仕事の量を減らす

職員ごとの適切な

業務量管理

休暇中の仕事を代替する

仕組み

ワーク・ライフ・バランス

の取組モデルの普及

その他

問C-7 年次休暇を取得しやすくする取組（３つまで）

全体(1766)

男性(990)

女性(776)
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・ 子どもの有無により回答に大きな差異はない。 

 

10.2%

13.3%

26.2%

4.9%

62.1%

41.1%

28.2%

5.3%

5.4%

11.9%

15.0%

26.2%

6.6%

58.8%

38.5%

30.8%

6.6%

6.1%

7.4%

10.7%

26.2%

2.2%

67.2%

45.2%

24.2%

3.3%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の

意識改革

計画的に休暇取得

させる仕組み

取組状況を人事評価に

反映させる仕組み

無駄な業務や作業をなくし

仕事の量を減らす

職員ごとの適切な

業務量管理

休暇中の仕事を代替する

仕組み

ワーク・ライフ・バランス

の取組モデルの普及

その他

【参考】R1アンケート結果

全体（924）

男性（561）

女性（363）

13.2%

18.2%

28.0%

6.5%

66.3%

47.5%

36.5%

8.8%

5.4%

14.2%

18.5%

27.8%

6.2%

64.8%

46.1%

36.4%

9.9%

5.7%

11.0%

17.4%

28.2%

7.3%

69.6%

50.6%

36.8%

6.6%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の

意識改革

計画的に休暇取得

させる仕組み

取組状況を人事評価に

反映させる仕組み

無駄な業務や作業をなくし

仕事の量を減らす

職員ごとの適切な

業務量管理

休暇中の仕事を代替する

仕組み

ワーク・ライフ・バランス

の取組モデルの普及

その他

【子どもの有無別】

全体(1766)

子どもあり

(1203)



47 

 

・ 子育て世代（25 歳～49 歳）で比較した場合も、男女別で回答の傾向に大きな差異は

ない。 

 

10.2%

13.3%

26.2%

4.9%

62.1%

41.1%

28.2%

5.3%

5.4%

11.9%

15.0%

26.2%

6.6%

58.8%

38.5%

30.8%

6.6%

6.1%

7.4%

10.7%

26.2%

2.2%

67.2%

45.2%

24.2%

3.3%

4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

管理職の意識改革

管理職以外の職員の

意識改革

計画的に休暇取得

させる仕組み

取組状況を人事評価に

反映させる仕組み

無駄な業務や作業をなくし

仕事の量を減らす

職員ごとの適切な

業務量管理

休暇中の仕事を代替する

仕組み

ワーク・ライフ・バランス

の取組モデルの普及

その他

【子育て世代（25～49歳）】

全体（924）

男性（561）

女性（363）


